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国有林野は、我が国の国土の約２割、森林面積の
約３割を占めており、国土の保全、水源の涵養、生
物多様性の保全を始め、広く国民全体の利益につな
がる多面的機能を有している。

〇国有林野の状況とその機能

森林管理局署等においては、国有林野の管理経営
に加え、山地災害への対応も担っており、とりわけ
大規模災害発生時における初動対応は非常に重要と
なっている。

近年における豪雨の発生や山間奥地での山地災害
等を踏まえ、円滑な初動対応を行うため、新たな対
応手法の構築が課題となっている。

〇山地災害への対応

〇災害発生時における課題

はじめに

国有林野

森林管理局界

都道府県界

国有林野は奥地や水源地域に広く分布

北海道森林管理局

東北森林管理局

関東森林管理局

中部森林管理局

近畿中国森林管理局

四国森林管理局

九州森林管理局



①一連の豪雨による総降水量の歴代記録を更新

②短期間豪雨の発生回数の歴代記録を更新

・ 令和２年７月豪雨、令和元年東日本台風、平成30年７月豪雨
においては、強度の豪雨が長時間続く傾向が見られるように
なってきているところ。

（出典：第１回流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議・国土交通省提出資料（抜粋））

（1982年以降の比較
可能な全国1,029地
点のアメダスで集計）

・ パリ協定に係る気候変動シナリオでは、2030年代には21世紀末と同等
（２℃上昇相当）レベルまで気温が上昇すると予測。

・  降雨量、流量、洪水発生頻度の急増が近い将来見込まれる状況。

（出典：気象庁HP）

令和元年 東日本台風による
24時間降水量の状況

（出典：気象庁HP）
－103地点で歴代１位を更新－

（出典：気象庁HP）

近年の気象状況と大規模山地災害の発生状況①

近年における豪雨形態の状況 豪雨記録の相次ぐ更新

線状降水帯の形成による広域での豪雨発生 気候変動に伴う今後の降水量等の予測

令和２年７月豪雨による
24時間降水量の状況

（出典：気象庁HP）
－30地点で歴代１位を更新－

順位 年 月 旬 総降水量の総和(mm) 備考

1 2021 8 上旬 235,788.5 令和３年８月の大雨

2 2018 7 上旬 218,844.0 平成30年７月豪雨

3 2020 7 上旬 217,037.5 令和２年７月豪雨

4 1985 6 上旬 209,016.0

5 1990 9 上旬 205,925.0

6 2017 10 下旬 203,475.5

7 2014 8 上旬 185,173.0 平成26年８月豪雨

8 1999 6 上旬 170,692.0

9 1995 7 上旬 166,014.0

10 1989 9 上旬 165,200.0



■平成30年北海道胆振東部地震

■令和２年７月豪雨
■平成30年７月豪雨

■平成29年7月九州北部豪雨

■令和元年東日本台風

平成26年から令和5年までの10年間における都道府県別の山地災害被害額

100億円以上 50～100億円 30～50億円 30億円以下

■令和４年８月の大雨

・ 平成26年から令和５年までの10年間における山地災害被害額の状況は下図の通り。
・ 年間平均の発生箇所数は約1,850か所、被害額は約740億円となり、毎年多くの人命・財産が失われるとともに、道路・鉄道等のライフラインの寸断などの甚大な被害が発生。
・ 近年は降雨形態の変化による降水量・流量の増加によって、山地災害が激甚化するとともに、広域・同時多発化の傾向。

宮城県丸森町

台風第19号により、東北、関東
甲信越地域を中心に記録的な豪
雨となり、宮城県を中心に各地
で山地災害が多発。

北海道厚真町

北海道胆振地方中東部を震源と
したマグニチュード6.7の地震
により、厚真町北部を中心に
13km四方の範囲で山腹崩壊が
集中的に発生。

全国的な豪雨が約１か月続き、
熊本県芦北町を中心に各地で山
地災害が多発。

熊本県
芦北町

福岡県朝倉市

九州北部において記録的な豪雨と
なり、崩壊土砂とともに大量の流
木が発生し、下流に大きな被害が
発生。

新潟県村上市

東北地方と北陸地方を中心に低気
圧に伴う前線が停滞し、各地で記
録的な大雨となり、山腹崩壊や土
砂流出等による被害が発生。

■平成28年熊本地震

熊本県阿蘇市

熊本県熊本地方を震源とするマ
グニチュード6.5の熊本地震が
発生し、熊本県や大分県等にお
いて、山地災害が発生。

広島県東広島市

西日本を中心に広い範囲で記録的な豪雨とな
り、近畿、中国、四国、九州地方の各地で山
地災害が多発。

高知県大豊町

愛媛県西予市

直近10年における主な大規模山地災害の発生状況

近年の気象状況と大規模山地災害の発生状況②



山地災害が発生した際の大まかな流れ

Step1：全容把握（災害発生直後）

Step２：トリアージ的作業（緊急対応が必要な箇所のふるい分け）

Step３：復旧に向けた計画の策定
・緊急に復旧を要する箇所の事業化

・後年度事業の計画策定

・インフラの被災、広域な災害、緊急を要する とい
う３点を踏まえ「ヘリコプターによる調査」を実施。

災害が広域化、激甚化する中、Step1～２の対応が非常にタイト

・スピード＞精度

人命財産、公共インフラ等の保全
対象に被害を与えた箇所の抽出

山地災害発生時の初動対応と課題①



山地災害発生時の初動対応と課題②
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ヘリ調査

• ヘリ上からでは山地災害箇所の所有形態を把握できない。
• ヘリ上で撮影した写真の中には、撮影位置や撮影方向が入っていない場合があ

り、被害状況の資料作成に時間を要している。
• 機材の確保、ヘリポートの確保、気象状況に左右される。
• 調査者以外でのデータ整理が困難。

地上調査

• 危険な箇所や斜面上部等の到達不可能箇所では地上調査が困難。
• 現地調査において取得した写真整理等に時間を要する。
• コンパス測量等では復旧計画資料の作成等に時間を要する。
• 通信機器のエリア外では一般的に流通している調査アプリでは対応できない。
• 調査者以外でのデータ整理が困難。

令和元年度より「山地災害対策に係る調査手法の開発」に着手

初動調査における課題等

これら課題の解決に向け



7

▼利用のメリット
①オフライン環境で利用可能な現地調査ツール

②取得情報の一元管理

③結果閲覧アプリによる現場－事務所－本庁とのリアルタイムな情報共有
結果閲覧用サイト

現地調査アプリ 山地災害調査カルテ 治山施設・林道調査用カルテ

山地災害調査アプリの開発

▼山地災害対策で利用するアプリケーション群

山地災害調査アプリとは

▼構築するアプリ
①現地調査アプリ（2アプリ）
②山地災害調査カルテ（1アプリ）
③治山施設・林道調査用カルテ（3アプリ）
④結果閲覧用サイト（1サイト）

ヘリコプターによる概況把握調査、現地調査、山地災害被害報告までの
迅速化を目的としたプラットフォームGIS（ArcGIS）を利用したクラウ
ドサービス
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R1年度（2019年）
2019/11～

R2年度（2020年）

R3年度（2021年）

R4年度（2022年）

開発・実証開始
• 山地災害調査時の業務プロセス等の課題整理
• ArcGIS Onlineを利用した山地災害調査アプリのプロトタイプを構築

仮運用・追加開発
• 令和 2 年 7 月豪雨（2020年7月）にて活用
• 治山施設点検カルテの追加

実運用開始
• 熱海市伊豆山土石流災害（2021年7月）にて活用・内閣府ISUTとの連携
• 林道災害調査カルテ・林道施設点検カルテの追加

機能追加
• 各豪雨、台風災にて活用※令和6年能登半島地震
• 各種改修

R5年度（2023年）

機能追加
• 福島県沖地震（2022年3月）にて活用
• 災害定期報告用アプリの追加

アプリの導入経過



山地災害調査アプリのイメージ
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スマートフォン等

GPS取得による位置情報
取得、搭載カメラによる

画像取得

調査カルテ方式による情
報収集

タップ式による簡単操作

地上調査ヘリコプター調査

ヘリコプター調査結果閲覧 電子野帳（カルテ）

奥地森林域（通信エリア外）での被害調査

とにかく作業に時間がかかる・・・

従前の災害調査

山地災害調査アプリを活用した災害調査

国有林かな？
上空からはわ
からんぞ・・・

この写真は
どこの箇所
だったっけ。

ヘリ乗ってな
いから手伝え
ない・・・

事務所戻っ
て野帳整理
するばい。

スマートフォン等
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現地調査アプリ

①  ヘリ調査・現地調査

デジタルカメラによる写真撮影、被災箇所の特定、写真整理が困難、調査者以外による作業が困難

→ボタンをタップして飛行ルート・踏査ルートの取得や写真撮影が可能

→データ送信により撮影箇所の特定及び写真整理が容易

→オンラインマップにより撮影者以外でも状況把握・情報共有が可能

②  オフラインマップの起動

紙ベースの図面は現在地の特定が困難、作業中汚れたり破れたりする

→ArcGIS Field Maps により、オフライン環境下で現在地の確認が可能

→マップに各種データを追加することが可能

「ArcGIS Quick Capture」を使用

「ArcGIS Field Maps」を使用

ナビにもなる
ね。目的地ま
で迷わないよ。

タップするだ
け、簡単だね



用途に合わせて現場で作成できる各種調査カルテ

４種類の調査アプリ（ ArcGIS Survey123 を使用）
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林道災害調査カルテ 林道施設点検カルテ山地災害調査カルテ 治山施設点検カルテ

現場では、

・従来紙様式で実施していた山地災害調査カルテの作成
をモバイル端末（スマートフォン/タブレット）で実施。

・位置情報が紐づいたGISデータとして取得

事務所では、

・自動集計されたデータをグラフ等で確認。

・取得したデータを野帳様式として出力。

山地災害調査カルテ・治山施設・林道調査用カルテ

レポート出力
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結果閲覧用サイト

①  データの確認

⚫ 現地調査アプリで取得したデータや

 山地災害調査カルテ等のデータを確認可能

②  データの編集

⚫ 調査ポイントのデータや各種カルテのデータ、

 写真等を編集可能

③  各種カルテのレポート出力

⚫ 各種カルテの調査結果の確認や、

 報告様式レポートの出力が可能

結果閲覧用サイト

③レポート出力

②データ編集

①データ閲覧



災害概況把握に要する時間の大幅な縮減
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・災害発生箇所を特定する作業が不要となった。

・調査状況が半リアルタイムで共有でき外業と内業を手分けすることができた。

・調査箇所が多くてもデータ整理が容易となった。

・現場での操作が容易。

・奥山のオフライン下の条件でも利用可能。

・ＷＥＢマップにより目的地の確認が容易となった。

現地調査用アプリ

山地災害調査アプリの導入効果

ヘリ調査アプリを利用した調査（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ使用）



林野庁
近畿中国森林管理局山地災害調査アプリの活用事例①【石川森林管理署：ヘリ調査】

令和５年５月25日、石川森林管理署大汝国有林における大規模崩壊地等の状況確認を行うため、上空からヘリコプターによる確認飛行を
実施しました。この確認飛行では、山地災害調査アプリを活用して、ヘリコプターにより上空からの目視調査（被害概況把握）を行うとと
もに、近畿中国森林管理局の執務室内において、結果閲覧用サイトを通じてリアルタイムに調査状況を確認することができました。

ヘリの飛行ルート
※GPSを通じて一定間隔
で位置情報が記録

写真撮影ポイント
※クリックすると
撮影写真が表示

（赤：崩壊地、黄：非崩壊地）

国有林

石川：小松空港 上空：ヘリ機内

大阪：近畿中国森林管理局

スマホで撮影 デジカメで撮影

タブレットで現在地確認

フライト前の打合せ

タブレットで飛行ポイント確認

結果閲覧用サイトを通じ状況確認

フライトごとに表示
の切り替えが可能



林野庁
近畿中国森林管理局山地災害調査アプリの活用事例②【和歌山森林管理署：現地調査】

令和５年６月２日夜、和歌山森林管理署紀伊田辺地区民有林直轄治山事業地内「上秋津区域」で斜面の拡大崩壊が発生したことを受け、６
月３日に現地調査を実施しました。山地災害調査アプリを活用して、写真や動画の撮影等による調査を行うことで、リアルタイムに得られた
調査データを基に近畿中国森林管理局において調査概要を当日中（14時頃）に作成し、関係者間での迅速な情報共有が可能となりました。

調査アプリによる調査状況

結果閲覧用サイト

調査当日に作成した調査概要

写真撮影ポイント
※クリックすると
撮影写真が表示

集水状況

動画撮影機能を使用し、
地下水排除工（集水井工等）の集排水状況も共有



林野庁
近畿中国森林管理局山地災害調査アプリの活用事例③【鳥取森林管理署ほか：ヘリ調査】

令和５年８月19日、台風7号に伴う鳥取県、岡山県及び兵庫県内の森林被害状況を確認するため、ヘリコプターによる上空からの調査を実施
しました。この調査では、山地災害調査アプリ内のマップ作成機能を使用し、事前に飛行予定のルートマップを作成したため、フライト中の
ヘリコプター内においてマップを搭載したタブレット端末の画面上で予定ルートと現在地の確認ができ、効率的な調査が可能となりました。

調査アプリを活用した調査状況

飛行ルートマップ

調査データの確認状況
（森林管理局）

タブレット画面
（ルートマップ内に現在地を表示）

現在地

フライト前の打ち合わせ状況
（鳥取空港内の会議室）

※事前に作成した飛行ルートマップを使用し、
パイロットと調査箇所の再確認を実施

第１便（赤色）
第２便（紫色）
第３便（青色）

凡 例

スマートフォンで撮影 デジカメで撮影

官行造林地

国有林
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令和６年能登半島地震における対応状況
・ 令和６（2024）年１月１日、石川県能登地方を震源とするマグニチュード7.6の「令和６年能登半島地震」が発生し、石川県輪島市、志賀町で震度７を観測。
・ 地震発生翌日から、森林管理局（近中局、中部局、関東局）によるヘリ調査を実施するとともに、MAFF-SATの派遣を開始。
・ MAFF-SAT内に「能登半島地震山地災害緊急支援チーム」を編成し、石川県と連携した避難所・集落周辺の森林や治山施設等の緊急点検、復旧計画の作成
に向けた支援を実施。

・ 復旧整備については、令和６年１月12日に緊急に対応が必要な珠洲市２か所及び志賀町１か所で災害関連緊急治山事業を採択。
・ さらに、奥能登地域の大規模な山腹崩壊箇所等については、石川県の要請を受けて国直轄による災害復旧等事業の実施を決定。

令和６年能登半島地震における山地災害の被害状況等 災害発災時における迅速な対応

石川県への技術支援状況

上空からの撮影状況
災害アプリによる
撮影箇所の表示

【災害関連緊急治山事業】 【国直轄による災害復旧等事業の決定】

 令和６年１月に、珠洲市２か所及び志賀町
１か所で採択。

 令和６年３月に、奥能登地域７箇所において、
国直轄による災害復旧等事業の実施を決定。

調査日 調査箇所 所属

1月2日 石川県内 近畿中国森林管理局

1月5日
新潟県内
富山県内

関東森林管理局
中部森林管理局

【森林管理局によるヘリ調査】 【MAFF-SATの派遣】

多数の山腹崩壊
（珠洲市・輪島市）

石川県珠洲市
正院町岡田

石川県珠洲市大谷町石川県珠洲市
正院町川尻

能登半島山地災害緊急
支援チームによる点検状況

大規模な地すべり性崩壊

崩壊地源頭部
（能登町）

治山ダムによる
巨石の捕捉(輪島市)

災害復旧等事業

民家裏の山腹崩壊
（輪島市）

石川県輪島市大久保□ 崩壊地
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「結果閲覧用アプリ」で確認

①ライセンスの付与

②組織サイトの利用

③調査データ管理

④利用方法のサポート  

山地災害アプリ活用事例①

山地災害調査アプリ組織サイト

災害対応プログラム

林野庁

＋林野庁による災害支援



令和５年５月25日、石川森林管理署大汝国有林における大規模崩壊地等の状況確認を行うため、上空からヘリコプターによる確認飛行を
実施しました。この確認飛行では、山地災害調査アプリを活用して、ヘリコプターにより上空からの目視調査（被害概況把握）を行うとと
もに、近畿中国森林管理局の執務室内において、結果閲覧用サイトを通じてリアルタイムに調査状況を確認することができました。

石川：小松空港 上空：ヘリ機内

大阪：近畿中国森林管理局

スマホで撮影 デジカメで撮影フライト前の打合せ

タブレットで飛行ポイント確認

結果閲覧用サイトを通じ状況確認

山地災害アプリ活用事例②

拡大図

調査ポイント

斜面崩壊・堆積分布データ（国土地理院）

林道データ（民有林林道）

下地：正射画像（国土地理院）

林道災害調査カルテ

（各種SHPデータを取込マップに反映）



災害発生時における対応状況（被害状況の把握・初動対応）
・ 林野庁では、山地災害の発生が懸念される地震や豪雨発生時にJAXA（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構）との協定に基づき、人工衛星で緊
急観測したデータの提供を受け、土砂移動の可能性が高い箇所を中心にヘリコプターによる被害調査を実施し、速やかな被害の全体把握に努めている
ところ。

・ また、個別の山地災害発生箇所の復旧に向けては、ドローン等を用いた現地調査を実施し、これらの情報を被災地方公共団体等への提供に活用。
・ なお、ヘリコプター調査に際しては、森林管理局が被災地の情報を即時に共有できる「災害調査アプリ」も活用した効率的な調査の実施により、
被災地方公共団体等への情報提供の迅速化に努めているところ。

・ 森林管理局では、ヘリ
コプターによる被害調査
において、「災害調査ア
プリ」も活用。

撮影画像

飛行ルート

撮影位置

東北森林管理局と青森県による山地災害に係る合同調査
（青森県下北郡、令和３年８月の前線等に伴う大雨）

・ 災害の発生後、二次災害の危険性があり、現地踏査が困難な場合
などについては、ドローンを活用し、山地や渓流の詳細を調査。

撮影画像と飛行ルート・撮影位置

・ 衛星観測により土砂移動の可能性が高いと推測される区域を中心
にヘリコプターによる上空からの調査を実施。

「だいち2号」による衛星観測
（青森県下北郡風間浦村、令和３年８月の前線等に伴う大雨）

・ JAXAとの協定に基づき、人工衛星からの緊急観測により大規模な土砂移動
の有無を把握。その後に実施するヘリコプターによる被害調査に活用。

飛行ルート

1110ｍ

330ｍ

ヘリコプターによる被害調査

ドローンによる現地調査

災害調査アプリの活用

ドローンによる現地調査の様子と空撮の写真
（北海道奥尻島 令和４年８月の大雨）（徳島県美馬市、平成30年７月豪雨）

・ 飛行ルート、写真撮影
位置等を即時把握できる
ため、災害状況の把握・
被災地方公共団体等への
情報提供に要する時間を
大幅に短縮。

人工衛星による緊急観測



（参考）令和2年度より 森林・林業白書に掲載

23令和3年度 森林・林業白書（令和4年5月31日公表）



結果閲覧用サイト

現地調査アプリ 山地災害調査カルテ 治山施設・林道調査用カルテ
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①  被災箇所の３Ｄ画像化

②  ドローン等ＵＡＶへの搭載

③  多様な業務への展開

④  各所管システムとのAPI連携

⑤  民有林行政への普及

さいごに～より使いやすくより便利に～



結果閲覧用サイト

現地調査アプリ 山地災害調査カルテ 治山施設・林道調査用カルテ
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ご清聴ありがとうございました

林野庁
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